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- 自動車工業の対米直接投資を中心として-

神 代

は じめ に

わが国の対外直接投資は,戦後,昭和26年に

再開されて,昭和35年から貿易及び資本の自由

化のなかで段階的に自由化措置が講ぜられてき

たが,本格的な増加を見たのは,昭和40年代の

未以降である.大蔵省の対外直接投資届け出統

計でみると,昭和50年代に一挙に400億 ドルも

増え,60年代に入ると円高でさらにうなぎ上 り

に増加して,62年末までに1,393億 ドルに急増

している (第1表).

第1表 日米の対外直接投資額

年 度

昭和 26 - 50
51 ′- 59
50
61

26(4-12月)

対外直接投資累計額
(百万ドル)

15,943
55,488
12,217
22,320
33,364

累 計 額 f 139,334

注) 1. 計数は昭和52年度までは許可ぺ-ス､同53
年4月1日から同55年11月三0日までは届出の
許可ベース､同年12月1日以降届出ベースで

計上｡

2. 端数調整により合計金額と合わない｡
(出所)大蔵省 『第12回大蔵省国際金融局年報』昭和

63年版,p.518.

わが国の対外直接投資は,もともと商業,金

敬,不動産 (但し昭和55年12月1日以降は改正

外為法の施行に伴い,不動産取得は対外直接投

資に計上しないことなにった)などの比重が高

く,その目的も商権の拡大や海外資源の開発な

ど多岐にわたっているが,この10年間には,貿

易摩擦の回避を目的とする製造業の直接投資が

しだいに重要性を帯びてきた.

和 俊

これにともなってわが国企業の海外現地生産

が新たな問題を引き起こす例が目立つようにな

ってきた.昭和48年初めの田中首相の東南アジ

ア野間にさいしての反日デモは当時人々の耳目

を集め,それを契機として,わが国では国際金

属労連日本協議会 (IMF.JC)などが中心 とな

り, 多国籍企業労働問題連絡会議が設置 され

て,労使関係の分野では国際的にも注 目される

迅速な対応がなされてきた1). たまたま, 当時

は,国連においても多国籍企業の行動規範の策

定をめぐる議論が行われており,わが国からは

東大の小宮隆太郎教授がその議論にエキスパー

トとして参加されていたこともあって,筆者と

の問に ｢国際公正労働基準｣をめぐる論争が行

われたこともある2). また,たまたまロッキー

1)1973年7月16日に国際金属労連日本協諌会

(IMF-JC)加盟の六単産 (自動執 鉄鋼,電気,
造船重機,合金同盟,全機金)が中心になって,合

繊同盟,合化労連,全化同盟,外資系企業労働組合
連絡会議の五団体によって ｢多国籍企業労働問題対
策労組連絡会議｣(略称,多国籍労組会議)が発足

した.同年秋には,多国籍労組会譲は,労働省に対

して政労使三者構成の ｢多国籍企業労働問題連絡会

議｣を発足させるよう働きかけ,11月には政府と労

働側との連絡会議が発足した.使用者側の参加は遅
れたが翌1974年4月には日経連代表もこれに加かっ

て連絡会譲は正式に発足した.さらに同年7月には
在外企業協会が設立され,連絡会議に加わってい

る.拙稀｢日本企業社会の国際化と労働問題J(伊
束光晴他端 『世界の企業』第6巻r国際企業社会と

日本｣,筑摩書房,1976年所収)参照.
2)当時の諌諭の背景としては,現代総合研究集

団｢日本企業の海外進出に関する接雷｣(1974年1
月),国連事務局報告 『多国籍企業と国際開発』(国
際開発ジャーナル社,1973年12月),小宮隆太郎･

神代和欣 ｢多国籍企業と労働絶食｣(『経済セミナ
ー』1976年8月号及び9月号),小宮隆太郎 ｢開発
途上国と直接投資政策- 現代総研 『提言』の批

判｣(『経済セミナー』1976年9月号),神代和歌｢国
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ド事件との絡みもあって,衆議院に特別小委員

会が設けられ,筆者も参考人として意見を述べ

たことがある3).

その後,わが国の海外直接投資にともなう現

地進出企業の労働条件や労使関係については,

日本労働協会の各国調査団が毎年派遣され,す

でに十数ヶ国についての報告書が公刊されてい

る.筆者自身も,当初からそれに協力し,すで

にシンガポール,オス トラリアについては報告

書を公刊している4). また労働省でもその後主

要国について現地進出企業の労使関係にかんす

る査察報告を出してい85). このほかにも,筆

者は,これまで折 りにふれて国際会讃等でこの

問題をとりあげ, 実態把握につとめてきた6).

これとは別に,昭和50年代半ば以降,円レー

トの急激な上昇にともなって,わが国製造業の

際労働条約と公正労働基準｣(『経済セミナー』1976
年10月号).
なお,ILO,MultinatioalEnterprisesandSocial
Policy(1973),(日本労働協会訳編 『多国籍企業と

労働政策』日本労働協会,1974年)も｢公正労働基
準問題｣を取り扱っている.また,多国籍企業時代

の国際的労使関係のルールとしての国際労働の意義

が,既存の国際労働漆たるILOを中心とした国際労
働法とは基本的性格を異にすることについては,花

見忠 『海外進出企業の労使関係』日本経済新聞社,

1983年)参照.

3)昭和51年10月20日,衆議員外務委員会多国籍

企業等国際経済に関する小委員会会議録 (『第78回
国会第1類第4号附属の1,昭和51年10月20日).

4)このうち筆者が調査団長としてまとめたもの

は次の二点である.日本労働協会編 『わが国海外進
出企業の労働問題- シンガポール』(昭和50年3

月,同協会);同 『わが国海外進出企業の労働問題
- オーストラT)ア』(昭和51年,同協会).

5)日本労働協会 ｢米国における日系企業の労働

問題｣第1次調査報告 (昭和54年版),第2次調査

報告 (55年度),第4次調査報告 (57年3月).
6)EazutoshiKoshiro"LaborResponsesto
theMultinationa一s:AViewfrom Japan"(1975

年3月に東京で開催された the1975AsianConfe-
renceonlndustrial RelationsoftheJapanIn-

dustrialRelationsResearchAssociationにおける

報告;『エコノミア』第54号,1975年7月所収);秤
代和歌 ｢日本の対外直接投資と労使関係- 石油危

機後の日本の経験｣(第7回日独文化交流セミナー,
1979年9月,東京における報告:大河内-男編 『比
較研究･石油危機後の日本･西ドイツ経済』日本経

済新聞社,1981年所収).

､ ア 第100号

輸出代替的な海外現地生産が急増し,国内の雇

用機会の ｢輸出｣にかんする問題が真剣な議論

の対象として浮上してきた.筆者は労働省の要

請を受けて,数年前にこの間題の研究責任者と

なり,自動車,電機等の対米及び対東南アジア

現地生産に伴 う雇用効果を事例調査 と産業連関

分析とを結び つけて検討した7). それに よる

と,昭和50年の産業連関表 (一部修正)に基づ

いて,わが国から年産25万台の乗用車生産ライ

ンを1本アメリカに移した場合,それにともな

う輸出代替,部品輸出,投資財輸出などによっ

て,わが国の雇用機会は約32,600人の純減にな

ると試算された.その後の現地部品調達比率の

増大やブーメラン (現地進出企業からの製晶の

逆輸入)の増大などを考慮すると,｢雇用輸出｣
の規模はさらに大きくなっているものと想像さ

れる.また,北米における乗用車の現地生産規

模の拡大 (1990年までには200万台を超すもの

と予想さる)にともなって,日本からの対米輸

出枠との振替えなど不確実な要素が増大してお

り,アメリカ新政権の通商政策の方向とも絡ん

で,将来的には深刻な事態の発生することも懸

念されが ). 本稿では,このような経緯を潜ま

7)日本労働協会編 『海外投資と雇用問題』(日
本労働協会,昭和59年3月).
8)通産省産業構造審議会 『21世紀産業社会の碁

本構想』(1986年5月)の推計では,製造業の海外
直接投資の今後の年平均伸び率を15% と仮定する

と,西暦2000年までに97万人の国内雇用機会が失わ

れる.また,経済審議会経済構造調整特別部会中間
報告の推計では,海外現地生産による輸出転換率を
50%と仮定して,2000年には約60万人の国内雇用機

会が失われる.また,円高の影響の懸念される自動

車,電気機械の両産業については,労働組合の実施
した研究報告書がある.

自動車総連 『自動車産業の国際的構造変化と労働

組合の対応について』(1688年5月)の試算では,
(イ)北米での乗用車200万台の現地生産によって完成

車輸出が160万台減少する,(ロ)完成車輸入が50万台

になる,(Jh)完成車の国内生産は1,060万台にととま

る (うち国内向け550万台),(⇒部品の現地調達率は
75%とする,㈹部品の輸入比率は10%に増える,な
ど最悪の条件を仮定したケ-スで国内雇用へのマイ

ナスの影響は23.5万人と試算している .また,電気

労連 『円高と海外直接投資の電機産業に対する影響

度分析』(1987年6月)では,電気機械の海外直接

投資による国内全産業の雇用減は約5.3万人と推定
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えて,この2年ほどの間に筆者の蒐集した資料

によって,自動車の対米現地生産の拡大にとも

なう労使関係上の新たな紛争事例を紹介するこ

とにしたい.

1. トヨタ自動車のケンタッキー州進出に

ともなう建設工事をめ ぐる労使紛争

日本の対外直接投資累計額 1,393億 ドルのう

ちアメリカは502億 ドル (36%)を占め,アジ

ア地域への267億 ドル (19%)をはるかに凌駕

している.これに伴って,海外 日系企業の現地

従業者数も1987年 7月現在で154万人に達し,

このうアメリカは24万人余 りで第 1位を占め,

第2位のブラジル21万人,第3位台湾18万人,

第4位 韓国15万人を大きくひきはな して い

る9). したがっ七 ァメリカ現地における日系

企業の プレゼンスも目立つ ように なり, 例え

している.電気機械では海外進出が進んでいる割に

は国内雇用へのマイナスの影響が比較的少いが,こ
れは産業連関による他産業への波及効果が自動車ほ

ど大きくないことを別として,(イ)電機業界自体が内

需シフトによって輸出比率を40%台から20%台へ低
下させたこと,(ロ)コードレス･アイロンや大型TV
のように高級品への需要シフトが生じたこと,(,う部

品の海外調達も一時増えはしたものの,晶質及び納

期の点で再び国内調達へ回帰しつつあること, (=)

1987年以降,半導体市況が回復したこと,(dt)1メガ
DRAM,VTR,CDプレイヤー,ファクシミリな
ど日本製晶が世界市場をほぼ独占している製品の生

産拡大が大きいこと,などによる.このうち,(I)(･iTt)

は,海外現地生産による確論上の国内雇用減の試算

とは直接関係はないが,カラーTV等の海外現地生
産が生じたさいに,当該生産ラインの労働者が失職

することなく社内の他の成長部門配置転換される形

で雇用減少を喰い止める要因にはなった.
なお,今回の円高の直後,労働省では雇用問題政

策会議を開催し｢海外直接投資の増大に伴う雇用問

題-の対応の在り方について｣(昭和62年11月16日)
検討結果を公表した.その後,円高の進行状況を見

つつ,63年12月には自動車労使の,64年1月には電
機労使の非公式協議の場を設定してウォッチングを

続けている.
西嶋昭他 ｢電機産業等我が国企業の海外進出の状

況と国内雇田への影響に関する調査研究｣(雇用職

業総会研究所及び国際産業 ･労働研究センター,昭

和63年11月)は主に電気機械メーカー7社の海外進
出にかんする事例調査である.

9)東洋経済 『海外進出企業総覧』1988年版,p･
34による.
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ば,Newsweek誌 (1987年2月2日号) は,

"YourNextBossMaybeJapanese"という

センセーショナルな特集記事を組んだ.同誌は

日系現地企業によるアメリカでの雇用量を25万

人とし,それが次の10年間ではさらに84万人に

まで増えるだろうとの通産省の推定を紹介して

いる. また, 同誌はアメリカ現地雇用量 の大

きな十企業として,松下電器8,000人,ソニ-

7,000人,カリフォルニヤ第一銀行4,000人,日

産3,300人, ホンダ2,500人, トヨタ2,847人等

を挙げている10).

こうした現地雇用量の増大は,ある程度必然

的に現地に おける労使関係上の 紛争を随伴す

る.例えば,住友アメリカの性差別訴訟 (完全

敗訴), トヨタのケンタッキー州 ジ冒-ジタウ

ン工場建設に伴 う紛争,サンヨーのアーカンソ

ー州フォレス ト･シティ工場のス トライキ (先

任権の変更)などの事件が注 目を集めた.

筆者は,たまたま1987年2月～2月,文部省

の短期在外研修で ミシガン大学に滞在中,中西

部の日系企業及びアメリカ企業を調査するかた

わら, トヨタ･ケンタッキー事件の報道記事を

蒐集したので,それによってこの事件の概要を

整理してみたい.

ケンタッキー州議会は,1986年 1月24日,ジ

ョージタウン-の トヨタ自動車工場の誘致 を決

定した.同州上院合同決議第7号11)は, トヨタ

自動車誘致のためのインセンティブとして概要

次のように決定して いる. すなわち, 同社が

1988年創業を目標に同州スコット郡に50万 ドル

を投資して年産20万台の自動車組立工場 を建設

し,3,000人を雇用することによって,州経済

の発展に寄与することにかんがみ 州政府は以

下の特典を与える.すなわち,(1)工場用地の取

得に1,000万ないし1,500万 ドル,(2)用地周辺

の整備に2,000万 ドル,(3)ジョ-ジタウン近郊

のハイウェイの建設に4,700万 ドル,(4)要員の

10)Newswcek,February2,1987,p.47.
ll)GeneralAssembly,CommonwealthofKent
lucky,RegularSession1986,SenatJointReso･

lutionNo.7,Friday,Jaunary24,1986(Correc-
ted).
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募集及び技能訓練に6,500万 ドル,持)スコット

郡に移任して来る日本人家族を援護するための

教育課程の整備,(6)当面最低1,000万 ドルの基

金をもって自動車工業に関連する単科大学レベ

ルの技能研究開発センターの設立.以上を合計

する と1億5,700万 ドルの補助となる. ただ

し,その後1986年に新聞報道された数字では,

州の与えた補助金は総額1億2,500万 ドルとさ

れている.

この誘致プロジェクtが地元の労働界の大き

な反綾を招くに到った契機は,同工場の建設を

請負った大林組が,未組織の建築労働者を使用

しようとしたためで ある.すなわち, 大林組

は,反労組的で悪名高いダントリー･ディーキ

ンズ･メッシュ･スモ-タ&スチュアー トのメ

ンバーである法律事務所を代理人として, 同州

の AFL･CIO系建築関係15労組の組合員の雇

用 (hiringhallからの雇用)を排除しようと

した.大林組は,たんに "meritshop"(オー

プン･ショップ制)基準で入札価格の低いもの

を選んだにすぎないと主張しているが,1986年

1月以降,地元では各種の反対運動が展開され

ることになった.いまその経過のうち主なもの

を拾ってみると12).

O州の トヨタ用地 1,600エーカーの無償供与

の違憲問題 (1月24日).

oトヨタ誘致の費用 ･便益の見積りに対する

反論.州政府の見積りではインセンティブ

供与の総額は1億2,500万 ドル,これに対

して州の受ける税の増収分は4億8,890万

ドルとなっているが,それほどの利益はな

のではないかとの疑問 (3月26日).

o工場-のアクセスのためのハイウェイの建

設に対する-地主と州 との訴訟による建設

12)以下の叙述は主として地元の新聞二紙の下記
日付記事による.

TheCourier-JournalDec.18,1985;Jam.24,
1981;Mar.2,1986;May8,1986:Åug.18,1986;
Oct.12,1986;Oct.15,1986;Oct.22,1986;Oct.
31.1986,･Nov.9,1986;Now.18,1986.

LexingionHerald-エeaderMay7,1986;Åug.
15,1986;Åug.18,1986;Åug.19,1986;Åug.24,
1986;Sept.28,1986;Oct.13,1986;Oct.14,1986.
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の遅延 (5月7日).

Ll現地での日本式経営に対する危倶の念の表

明(東ケンタッキー大学経営学教授Robert

K.Landrumの意見)(8月18日).

･コトヨタ-供与された1億2,500万 ドルの誘

致策の遺書訴訟 (州土地 ･建物委員会vs州

財務部長 LarryHayes).フランクリン巡

回裁判所における審問 (8月19日).

oラルフ･ネーダー ･グループによるケンタ

ッキー州の対 トヨタ過度助成は税法違反と

する批判.これには AFL･CIOの建築 ･

建設業部門も同じ批判を展開している (8

月24日).

o中曽根首相の ｢アメリカ人雑種説｣に対し

ケンタッヰー州建築 ･建設業 評議会 議 長

JimmyStewart(黒人)が猛反発 (10月15

日).

011月4日の州知事予選で現役の トヨタ誘致

派女性知事MarthaLayneCollins対民主

覚の対立候補等との論戦 (10月22日).

oケンタッキー建築 ･建設業労働評議会は ト

ヨタ日工-の州の助成がさらに固定資産税

免除亀6,100万 ドルを含んで いる と非難

(10月31日).

o首都ワシントン日本大使館周辺における全

米建設業労働組合の トヨタの反組合主義へ

の抗議デモ (11月17日).

o無組合の建設業者及び下請業者の全国組織

(AsociatedBuildersandContractors)

はケンタッキーにおける工事の続行を求め

トヨタ支持のキャンペーンを展開.オープ

ンショップ制のもとに組合員も未組織労働

者をも使用するメリット･ショップ制の維

持を要請.

Oケンタッキ-州 が新たに富士重工 ･いすず

グループにもトヨタと類似の誘致優遇策を

提供するにつき,攻めて トヨタ-のインセ

ンティブの内容について議論が活発化 (ll

月9日).

この間,1986年10月14日には,AFL･CIOケ

ンタッキ-,)刊支部の大会が開かれ,次の項目を

決議した.(1日 ヨタ (大林組)は,ケンタッキ
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-州建築労働組合を分裂し破壊しようとした.

われわれは トヨタの政策変更を求める,(2洲政

府の トヨタ-のインセンティブ供与は過大であ

り,その費用 ･便益の正確な数字を求める.

こうした世論に押されて,州議会立法調査委

員会のエコノミストRichardG.Sims博士の

報告書13)が同年10月22日提出された.

Sims報告書によると,1989年完成時におけ

をトヨタ工場の直接雇用量は3,000人,その他

に建設関係 (1987年ピーク時で3,200人)及び

産業連関による波及効果を含めて1989年の雇用

効果はピーク時8,113人,その賃金 ･俸給支払

総額2億ドル,また1991-2006年の問の年平均

雇用量は5,842人,賃金 ･俸給支払総額1億

6,400万ドルと推定された.

またトヨタからの固定資産税,売上税,法人

所得税等の税収は950万 ドル,これに従業員の

所得税 (1986年から2,006年まで20年間毎年5

%の賃上げを想定)を加えると誘致による税収

増は5億235万 ドルと推定された.これを8%

の利子率で現在価値に還元すると2億1,961万

ドルにと推定された.

他方,州政府に とっての誘致コストは,各

種のインセンティブ (訓練費の60%,5年間で

3,300万ドル等),公債支払利子 (20年間,利率

7.5%)8,587万 ドル,合計2億1,087ドルとな

り, 同じく現在価値で1億2,451万ドル.した

がって差額 としての純益は現在価値ベースで

9,510万ドルに上ると推定された.

しかしながら,公債 (industrialrevenue

bond)による資本調達に伴う潜在的な税収減

2,019万ドル (現在価値ぺ-スで1,256万ドル)

を控除すると純益は8,254万 ドルに減る.さら

に,労働者の流入5,842人 (家族を含め ると

23,000人)に伴う州の公共費用 (学校,警察等

の行政費用)の負担は無視されている. そこ

で もしも流入人口増23,000人に一人当り年間

180ドルかかるとすると,上記公共費用増控除

13)RichardG.Sins,"EconomicandFiscal
EffectsoftheToyotaAutoFacilityontheKen-
tuckyEconomy",October22,1986.
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前の純益8,250万 ドルの一年当り平均額415万ド

ルはほぼ帳消しになり,もし一人当りの公共費

支出が180ドル以上になれば,実質的には持ち

出しになってしまうという.

以上のようなマスコミ及び全国的な世論の注

目を集めた本件紛争は,結局,大林組が当初の

Hmeritshop"主義を改めて,既採用の1,100人

(そのほとんどが非組合員)のほかは,州建築

労組の就労周旋所 (hiringhall)から協定賃金

翠 (既採用者よりも高い)で雇い入れることを

認めることによって解決した.州建築労組と大

林組 との間の協約は1986年11月23日に締結さ

れ,同年12月1日発効した.こうして,本件紛

争は労力組合側の完勝で終った14).

2. 在米日系自自動車企業の採用にお

ける人種差別問題

1987年3月,ミシガン大学滞在中に,筆者は同

大社会学教授RobertE.Coleとともに,隣接す

るオハイオ州メアリズビル在のホンダ (Honda

ofAmericaManufacturinglnc.)を訪ね,Q

Cサークルの実態等を調査した.そのさい,請

がたまたまホンダの現地における要員採用原則

の問題にふれ,Cole教授は同社がメアリズビ

ルに立地して以来,労働者の募集範囲を通勤時

間との関係から半径25マイル以内に制限してい

るのは,事実上州都コロンバス (ホンダ工場か

ら約30マイル)周辺の黒人人口の多い地域を回

避するものであり,実質的な人種差別であると

の説を展開された.氏はかねてからこのことを

日本のジェトロ会長にも私的に申し入れていた

と述べていた.

在米日系企鼠 とくに自動車メーカーや自動

車部品メーカーがすべて反組合政策や人穫差別

政策を採っているわけではない.筆者の個人的

な限られた見聞だけでも,日産テネシ-州スマ

-ナ工場やホンダ (ボイラーマン3人を除く)

はUAWの再三の組織化攻勢を斥け無組合を維

14)日本労働協会 『海外労働時報』No.119(1987

年4月);AFL･･CIDNews,31-48,Nov.29,1986,
pp.126.
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持しているが,NSK(日本精工)ミシガン州ア

ンナ-パー工場や日立金属の ミシガン州エドモ

ア工場は,元々アメリカ企業との合弁事業とし

て始まった沿革からして,もとからあった全米

自動車労組(UAW)の支部又は分会に組織され

ている.しかし,かつて反組合政策で ｢有名｣

をととろかせた東芝テネシー工場15)の ほかに

ち,日本電装の ミシガン州 バ トルグリーグ工場

のごとく,農村地帯に立地してデ トロイト周辺

よりは安い労賃で非組合員のみを雇用している

会社も少くない.一般には,日系企業は南部や

中西部でも農村地帯に新現工場を立地し,若い

非組合員の労働者を雇い入れるので,既存の

大都市周辺のアメリカ系メーカ-よりもレーバ

ー･コストが安い.地方,現地アメリカ企業は

先任権による雇用保障とからんで高齢労働者を

多く抱える結果になるため,年金等の付加給付

のコストが嵩む傾向があが 6).日系企業への程

々の批判の背景にはこうした問題も絡んでいる

ように思われる.

それはともかく,Cole教授は,その後前記の

問題意識を掘り下げ,｢在米日系自動車企業の
工場立地と雇用パタ←ンにおける人種差別要

因｣17)なる論稿を 『カリフォルニア･マネジメ

ント レビュ-』誌 (1988年10月号)に発表さ

れた. それによって, 日系自動車 メーカーの

｢人種差別｣的採用政策を概観してみよう.

1988年3月24日,アメリカの雇用機会平等委

員会 (EEOC)は,ホンダ (HAM)がその労働

者採用における差別政策についての訴訟に対す

る和解金として,370名の黒人及び女性に対し

て総額600万 ドルのパック･ペイを支払うこと

に同意した旨発表した.

15)東芝テネシ-工場の反組合政策については,

拙稿｢日本の対外直接投資と労使関係｣(前掲)の
なかで詳しく分析してある.
16)例えばフォード社が労働者の高齢化に伴うコ
スト増に悩んでいることは,WollSireeiJownal,
1987年3月15日紙上で報じられている･
17)RobertE.Cole&DonaldR.Deskins,Jr.,
uRacialFactorsinSiteLocationandEmployment
PatternsofJapaneseAutoFirmsinAmerica"

CaliforniaManagementReview,31-1,Fall1988.
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アメリカの自動車工業は,伝統的に黒人に対

して相対的に多くの良い雇用機会を提供してき

た.例えば,EEOCの報告書によると,1984年

にアメリカのビッグ･スリーの雇用する全労働

者の17.2%,及びホワイト･カラ-の8.4%が

黒人であった.これは,アメリカの軍隊を除く

労働力人口の11%が黒人であることに比べて,
ビッグ3が相対的に多くの黒人労働者を雇用し

ている証左となる. ところが,1979年9月以

栄,外国企業との競争激化にともなって,アメ

リカ自動車工業の雇用量は激減し,それに伴っ

てUAW の組合員数は1979年の150万人から

1987年の100万人にまで三分の一も減少した.

とくに大潮地方における黒人の失業率は36%と

白人の27%を上回り,その被害を集中的に蒙っ

た.こうした背景のなかで,日系自動車メーカ

ーの進出,とくに南部-の進出は,競争上アメ

リカ企業の南部への移転をも促す形に なり,

UAW の潜在的不満を刺激している.そのうえ

･日系メーカーは高能率のため思ったほど雇用吸

収力がなく,またエンジン, トラスミッション

などの主要部晶の多くを日本から輸入している

ため,他産業-の雇用の波及効果も少い,とい

うわけである.しかも, 日系企業は先述のホン

ダの事例に見られるように,意図的な人種差別

をしているのではないか, といのが Coel&
Deskins調査の問題意識である.

Cole&Deskinsは,まず北米の日系自動車

メーカ-7社と部品メ-カ-91社を対象 とし

て,各工場の従業員中の黒人比率と,それら各

工場の所在地半径26マイル以内 (これは通常の

通勤可能距離と考えられている)の人口の中の

黒人比率とを比較する.同様の方法で,アメリ

のビッグ3の 旧来からの21工場, ビッグ3が

1980年以降新たに建設した8新組立工場 (実際

はすべてGMの工場),及びビッグ3が1980年

以降2億 ドル以上の近代化投資を加えた31｢再

生｣工場と比較する.また,念のために,最近

閉鎖されたペンシルヴァニア州のフォルクスワ

-ゲン工場 (同社はやはり黒人比率が少いと非

難されていた)をも比較対象に含めている.
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第 2表 各工場の労働者募集区域内の
黒人人口比率

工 場 の 類 別 地域平均黒人
人口比率(形)

フォルクスワーゲン社･ペンシル
ヴェニア工場
日系自動車部品企業

日系自動車組立工場

GM新鋭8工場(Satum工場を含む)

ビッグ3｢再生｣31工場

ビッグ3旧式21工場

6.9

ll.7

12.8

16.0

15.2

19.8

(出典)Cole&Deskins(1988),p.16,

第 3表 GM新鋭工場と日系自動車及び同部品
工場の黒人従業員比率と地域人口の黒
人比率との比較

企業の類別
地域人口の
黒人人口比
(形) A

従業員中の
黒人比率
(形) B

格 差
C-
(A-B)

GM新鋭工場
(除Saturn工場)
ホ ン ダ

日 産

マ ツ ダ
日系自動車部品

50社

十 8.8

- 7.7

- 5.3

-14.9

- 3.6

Cole&Deskins(1988),p.17.

立地自体の非黒人選好

これらの各工場を比較してみると,まず第-

に,フォルクスワ-ゲンや日系メーカー及び日

系部品企業は,もともと黒人人口比率の比較的

少い地域に立地を選んで いる ことが判明する

(第2表).

立地地域の黒人人口比と従業員中の黒人比

いま一つは,それぞれの立地地域の内部にお

いて,母集団たる地域人口中の黒人比率と従業

員中の黒人比率とを対比することである.第3

表のように,明らかに日系各社はGMの新設工

場に比べても黒人従業員の比率が地域の黒人人

口比率に比べて著しく低く,｢人種差別｣を行
っている証拠の ように思われる.すなわち,

GM の新鋭工場では工場の従業員の25.4%が黒

人であり,その比率は周辺地域の人口の黒人比

率よりもはるかに高い.他方,ホンダは,元々

黒人人口の少い地域に立地しているうえに,周

辺地域の人口に比べても従業員中の黒人比率が

きわ立って少い.また,デ トロイト近郊のフラ
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ット･ロックに進出してUAW を受け入れ,好

評を博しているマツダの場合でさえも,周辺地

域の人口の黒人比率に比べると従業員中の黒人

の割合は著しく少い.さらに,日系自動車部品

メ-カーは,先述の日本電装のバいレグリ-グ

工場に見られるように, 黒人人口の少い農村地

帯に立地して,そこからさらに少数の黒人しか

雇用していない傾向がはっきりうかがわれる.

日系企業は,一般にドイツ系人口の多い地域を

選ぶ傾向があると指摘されている.

Cole& Deskins調査の問題点

Cole&Deskinsは,この調査に基づく政策

的結論の なかで次の ような問題を捷超してい

る.

すなわち,これまでアメリカの自動車工業は

黒人口対して相対的に多くの高賃金雇用機会を

提供してきたが,日系企業の進出によって (ど

ッグ3自体の工場の南部-の移転を促したこと

も加えて),黒人から良い雇用機会を奪う結果

になっている.しかるに,各州政府は (前節で

見たケンタッキー州の ごとく),州民の税金で

日系企業の誘致優遇策を講じ,ただでさえ不平

等な雇用機会をますます不平等にしている.州

の税金は,むしろ旧式工場の近代化とそこでの

労働の再訓練に こそ使われるべきでは ないの

か.将来的に,EEOCは,外国系企業の対米進

出に当って立地選定をするさいに,人種差別を

排するような新しい規制を加えるべきではない

か.

このようなCole&Deskinsの主張には,人

種問題,公民権法という複雑な問題を抱えるア

メリカに進出する場合のデリケートな問題を鋭

く指摘した ものとして,傾聴に値する点が多

い.しかし,いくつかの問題がないわけではな

い.一つは,彼らの研究に即していえば,周辺

地域の人口中の黒人比率ではなく,労働力人口

中の黒人比率と従業員中の黒人比率とを比較し

た方が良かったであろう.

第二は,彼らも論文中でふれてはいることで

あるが,これまで欧米企業に此して外国での現

地生産に不馴れな日本企業がはじめてアメリカ
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に進出する場合には,種々のリスクを負ってい

るわけであるから,あるていとの危険回避は,

企業として当然考えなければならない18).もち

ろん,それはその国の法的秩序及び公序良俗に

反するものであってほならないが,日系企業の

現地進出によってアメリカの国内雇用にプラス

の効果があることを思えば,少くとも現地進出

の当初には若干の危険回避策をとることは認め

られるべきであろう.そもそも,1970年代初頭

までは,アメリカの労働組合自身がアメリカの

多国籍企業の海外 ｢逃避｣による ｢雇用輸出｣

を非難していたのであるから,今や日本が日本

国内の雇用をあるていど犠性にしても現地生産

にのり出していること,しかもそれがアメリカ

製造業の再生のためにも少なからざる刺激を与

えている点を評価すべきであろう.

18)この点は,Coleの別の論文であるていと吟味
されている.PeterArneSen&RobertE.Cole,
"JapaneseAutoPartsCompanies,･TheirRela･
tiontoAutomotiveManafacturersandlmplica-

tionsforU.S.Competitors"(mimeo)September
10,1986.
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第三は,最も大事な論点であるが,Cole&

Denkins論文では,間接的な雇用効果にふれて

いないことである.たまたま筆者のミシガン大

学滞在中に見聞した事例だが,日本研究センタ

-で働いていた某女性職員 (彼女は日本語が堪

能であった)が,フラット･ロックで創業した

マツダ社に二倍以上の高給で引き抜かれた.こ

の場合,もしも後任のポストに黒人が雇用させ

るならば,マツダそのものは前述のように比較

的僅かの黒人しか雇用していないとしても,間

接的に黒人の雇用機会を拡大することに貢献し

たことになるはずである.すなわち,現地の雇

用拡大効果を計測するさいに産業連関表を用い

るように,この場合にも二次的,三次的な黒人

雇用-の波及効果を考慮すべきであろう.

(横浜国立大学経済学部教授)


